
事 務 連 絡

平 成 30 年 10 月 ９ 日

地 方 厚 生 ( 支 ) 局 医 療 課

都道府県民生主管部（局）

国民健康保険主管課（部） 御中

都道府県後期高齢者医療主管部（局）

後期高齢者医療主管課 ( 部 )

厚生労働省保険局医療課

疑義解釈資料の送付について（その８）

診療報酬の算定方法の一部を改正する件（平成 30 年厚生労働省告示第 43 号）

等については、「診療報酬の算定方法の一部改正に伴う実施上の留意事項につ

いて」（平成 30 年３月５日保医発 0305 第２号）等により、平成 30 年４月１日

より実施することとしているところであるが、今般、その取扱いに係る疑義照

会資料を別添１及び別添２のとおり取りまとめたので、参考までに送付いたし

ます。



医科 1

〈 別 添 １ 〉

医科診療報酬点数表関係

【重症度、医療・看護必要度】

問１ 「疑義解釈資料の送付について（その５）」（平成 30 年７月 10 日付け

事務連絡）の問 13 において、例えば類似薬効比較方式で薬価算定された医

薬品の場合の取扱いが示されたが、後発医薬品についてはどのようになるの

か。

（答）同一剤形・規格の先発医薬品のある後発医薬品については、先発医薬品が

「基本診療料の施設基準等及びその届出に関する手続きの取扱いについて

（平成 30 年３月５日保医発 0305 第２号）」のレセプト電算処理システム用

コード一覧に記載されている場合は、記載のある先発医薬品に準じて評価し

て差し支えない。

（参考ＵＲＬ）

「薬価基準収載品目リストについて」

（https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000078916.html）

【在宅患者支援病床初期加算・在宅患者支援療養病床初期加算】

問２ 地域包括ケア病棟入院料・入院医療管理料の注５の在宅患者支援病床

初期加算について、「介護老人保健施設等又は自宅で療養を継続している患

者が、軽微な発熱や下痢等の症状をきたしたために入院医療を要する状態に

なった際に」とあるが、若年者の入院や、既往歴等のない患者の入院であっ

ても算定可能か。また、療養病棟入院基本料の注６の在宅患者支援療養病床

初期加算についてはどうか。

（答）在宅患者支援病床初期加算及び在宅患者支援療養病床初期加算について

は、患者の年齢や疾患に関わらず、入院前より当該施設等又は自宅で療養を継

続している患者に限り算定できる。なお、この場合、当該病院への入院が初回

であっても差し支えない。

【医師事務作業補助体制加算】

問３ 区分番号「Ａ２０７－２」医師事務作業補助体制加算について、「疑

義解釈の送付について」（平成 20 年５月９日付け事務連絡）の問８におい

て、基礎知識習得については、適切な内容の講習の時間に代えることは差し

支えないとされているが、医師事務作業補助者が新たに配置される前に基礎

知識習得に係る研修を既に受けている場合には改めて研修を受ける必要が
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